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 監査の結果に基づき、措置を講じた旨の通知があったので、地方自治法第１

９９条第１２項の規定により、次のとおり公表します。 

 

 

 平成２８年４月２２日 

 

雲仙市監査委員  山 田 義 雄 
雲仙市監査委員  浦 川 康 二  

１ 監査の種類 
  定期監査（平成２７年３月３１日付 ２７雲仙市監査委員告示第１号） 
  主題「追録図書及び定期刊行物について」  
２ 監査の期間 
  平成２６年１２月１５日から平成２７年３月２０日まで  
３ 講じた措置の内容 
  以下のとおり  
【指摘】 

今回の調査を通じて、各部局においては、追録図書及び定期刊行物の保有状

況及び利用状況はおおむね適性であると認められる。 

しかし、一部の部局では重複した図書を購入しているものが見受けられるた

め、部局内外との共有・共用を進めるとともに、インターネットの活用による

多種多様な情報の検索や収集などに努められたい。 

また、追録図書や定期刊行物の利用状況において、年に数回しか利用されて

いないものや、利用頻度が低いものについては、一度、廃止するなど不断の見

直しを強く望むものである。 

前述のとおり、追録図書及び定期刊行物の購入にあたっては、費用対効果、

コスト意識を持ち、利用状況を勘案しながら、継続して検討を加え、適切な購

入に努め、経費削減を図られることにより、今後の雲仙市中期財政計画にもた

らす効果は大きいものと考える。  
【措置】 

所管課 措置の状況 



総務部 
人事課  追録図書のうち、平成２７年度から「雲仙市例規集」の

追録冊数を３０冊から５冊に削減し、平成２８年度から「地

方自治関係実例判例集」「市町村例規準則集」「注釈 地方

自治法」の追録を廃止した。 
 定期刊行物のうち、平成２７年度から「年末調整の手引

き」の購入を廃止し、「長崎県職員録」の購入部数を２０冊

から１０冊に削減し、「自治六法」の購入を毎年から隔年に

改めた。 
総務部 

財政課  追録図書のうち、平成２７年度から「地方財政関係実務

辞典」の追録を廃止した。 
市民生活部 
   市民窓口課  追録については、インターネットの活用を図ることによ

り、１冊の追録を廃止した。 
 定期刊行物については、利用状況を勘案し購入部数の見

直しや毎年購入していたものを一部隔年購入に改める対応

を行った。 
市民生活部 

税務課  追録のうち、「税務書式総覧」「個人情報保護、管理・運

用の実務」「税務書式・様式記載例総覧」の追録を廃止した。

なお、「個人情報保護、管理・運用の実務」については、政

策企画課と共用にて対応する。 
市民生活部 

収納推進課  追録図書のうち、平成２８年度から「判例不動産法譲渡

担保」の追録を廃止した。 
市民生活部 

健康づくり課  追録図書のうち、平成２７年度から「わかりやすい給食・

栄養管理の手引」の追録を廃止した。 
 定期刊行物のうち、平成２８年度から「図説 国民衛生

の動向」の購入を廃止した。 
産業振興部 

農林水産課  定期刊行物のうち「農業と経済」の購入を廃止した。 
建設整備部 

水道課  定期刊行物のうち「長崎新聞」「朝日新聞」の２紙につい

て、インターネットを活用する等での対応とし、平成２７

年５月より定期購読を廃止した。 
建設整備部 

下水道課  定期刊行物のうち「長崎新聞」「朝日新聞」の２紙につい

て、インターネットを活用する等での対応とし、平成２７

年５月より定期購読を廃止した。 
総合支所  定期刊行物のうち、新聞の購入数が各支所で異なってい

た（１紙～３紙）ため、平成２８年度から各総合支所１紙

（長崎新聞）に統一した。 



教育委員会 
学校教育課  定期刊行物のうち、３給食センターで購入していた「長

崎新聞」について、平成２７年４月から１給食センターの

みの購入とし、必要な情報は共有することとした。 
教育委員会 

生涯学習課  定期刊行物のうち、平成２７年度から「月刊文化財」「朝

日新聞」「日刊スポーツ」については購入を廃止し、「月刊

公民館（７→４）」「長崎新聞（９→８）」「島原新聞（４→

１）」「西日本新聞（２→１）」「読売新聞（２→１）」につい

ては、それぞれ購入部数の見直しを行った。 
教育委員会 
 スポーツ振興課  定期刊行物のうち、みずほすこやかランド施設において

千年の湯で購入していた「長崎新聞」「日刊スポーツ」につ

いて、平成２７年度から購入を廃止し、みずほすこやかラ

ンド施設においては、ふれあい会館で購入する「長崎新聞」

を共有利用することとした。 
議会事務局  追録図書のうち、平成２７年度から「地方公共団体式辞・

あいさつ事例集」「地方自治文例書式集」「合意書・示談書・

協定書等モデル文例集」の追録を廃止した。 
監査事務局  追録図書のうち、平成２７年度から「地方財務実務提要」

の追録を廃止した。 
 定期刊行物のうち、平成２７年度から「地方自治小六法」

の購入を廃止した。  


